
都市部の高速道路における冬への準備 

～道路交通確保への取組み～ 
 

 祥平、三村 正史、大川 貴祥＊１
１．はじめに 

 中日本高速道路株式会社 東京支社 横浜保全・サービス

センター（以下「横浜（保）」という。）は、会社が管理

する高速道路のうち、神奈川県及び東京都を通過するE1 

東名高速道路（東京IC～厚木IC間：35.7㎞）、神奈川県を

通過するE1A 新東名高速道路（海老名南JCT～厚木南IC

間：2.5km）・C4 首都圏中央連絡自動車道（茅ヶ崎JCT～

相模原IC間：30.6km）・C4/E84 新湘南バイパス（藤沢IC

～茅ヶ崎海岸IC間：8.7km）の計４路線、約77.5ｋｍを管

理している。 管理エリアを図１に示す。 

 

 

図１ 横浜（保）管理エリア 

 

２．横浜（保）管内の特徴 

２．１ 交通特性 

 東京への玄関口としてお客様にご利用いただいている横

浜（保）管内の東名高速道路は、2つのジャンクションを

抱え、片側４車線区間が供用されるなど日本の社会経済の

発展を支える大動脈として機能している。 

2021年度交通量実績値によると、横浜（保）管内の東名

高速道路は、海老名JCT～厚木IC間の約13.7万台/日を筆頭

に、全ての区間交通量が９万台/日を超える全国屈指の重

交通路線である。首都圏中央連絡自動車道においては、海

老名JCT以北が６万台/日以上となっており、海老名JCT～

相模愛川IC間では約７万台/日となっている。料金所にお

ける出入交通量も、東京料金所が約９万台/日、横浜町田

ICが約７万台/日など、全国有数の台数を取り扱っている。 

 また平成31年・令和元年 年間の渋滞ランキング（国土

交通省まとめ、2020.6.8公表）のうちIC区間別の渋滞ラン 

キング〈年間合計〉によると、管内の東名高速道路は、全

国（NEXCO３社及び本四高速）におけるIC区間別の渋滞ラ

ンキングで、全国ワースト１の海老名JCT～横浜町田IC間

（上り）を代表に、ワースト上位を占めている。 

 このように東京への玄関口となる管内の東名高速道路は、

全国屈指の重交通区間となっているが、海老名JCT以東に

おいて新東名高速道路のような並行する高速自動車国道が

整備されておらず、事故等により通行止めを行った際の社

会的影響度が非常に高い。 

 

２．２ 近年における冬季の気象実績 

 近年６か年における横浜（保）管内の冬日日数、凍結防

止剤散布日数、降雪日数、除雪日数を図２～５に示す。 

 各年度において30日以上の冬日を観測しているが、降雪

及び除雪日数の最多で５日、６か年で通行止めに至ったの

は、2016、2017、2019年度でそれぞれ１回である。この中

で、2017年度の東名高速道路（東京IC～厚木IC間）では、

４cm/hの降雪強度で、約22時間の通行止めを行っており、

社会的に大きな影響を与え、お客様に大変ご迷惑をおかけ

した。 

 

 

図２ 横浜（保）管内の冬日日数 

 

図３ 横浜（保）管内の凍結防止剤散布日数 
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図４ 横浜（保）管内の降雪日数 

 

図５ 横浜（保）管内の除雪日数 

 

２．３ 横浜（保）の責務 

 前述の２．１、２．２のとおり、日本の社会経済の発

展を支える大動脈として機能している東名高速道路は、

事故や大雪により通行止めを行った際の社会的影響度が

非常に高くなっている。その中でも南岸低気圧の発達に

より気象予測が上振れした場合、管内の広範囲で大雪と

なる可能性があり、通行止めを実施するリスクが高くな

る。そのため、冬季の道路交通を確保するには、適切な

凍結防止剤散布計画に加え、万一の大雪への入念な備え

が重要である。 

 

３．冬季の道路交通確保への取り組み 

３．１ 大雪時の道路交通確保に対する考え方の転換 

 2020年度以前の雪氷対策方針として、短期間の集中的

な大雪時は、「自らが管理する道路を出来るだけ通行止

めにしないこと」や「高速道路と並行する国道等を交互

に通行止めし、道路ネットワークを確保すること」を目

標としていた。しかし2020年度の北陸での豪雪を契機と

し、2021年度の雪氷対策方針としては「人命を最優先に、

幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避すること」

を基本的な考え方として対応するように転換されている。 

 また雪氷対策方針の転換に伴い、2021年度は大規模な

滞留車両の発生回避に向け、路面・降雪・交通状況、降

雪予測から通行止め実施の判断をしたら躊躇なく、直ち

に通行止めを発表できるように「予防的通行止め」の判

断基準を設け、万一の大雪に備えた。 

  

３．２ 関係機関との更なる連携強化 

隣接する首都高速道路・東京都道・神奈川県道・東京

国道事務所・横浜国道事務所・相武国道事務所等の道路

管理者並びに警視庁高速隊・神奈川県警察高速隊の交通

管理者から構成する関係機関において、従前からの雪氷

会議を活用し連携を図っているが、躊躇無く広範囲での

予防的な通行止めに向けて、2021年度においては予防

的・同時通行止めの戦略（通行止め区間、迂回ルート、

Ｕターン路等）の再確認を行った。首都圏の関係機関連

絡体制図を図６に示す。 

 

 

図６ 首都圏の関係機関連絡体制図 

 

３．３ 南岸低気圧を想定した滞留車対応への検討 

 万一の大雪への入念な備えとして、南岸低気圧（関東

型）が発達し、大雪をもたらす気象状況から大規模滞留

車発生を想定している。本論文では、東名高速道路（下

り）4.6KPの川崎高架橋と 首都圏中央連絡自動車道 海老

名JCTのＡランプの２パターンでの検討結果を示す。大規

模滞留車発生想定箇所は図７のとおりである。 

 

図７ 大規模滞留車発生想定箇所 
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１パーン目は、東名高速道路（下り）4.6KPを先頭に発

生した1000台の滞留車は、②コースからの流出を考えて

いる。東名高速道路の滞留車両の対応概略図を図８、９

に示す。 

①コース目は、東京料金所（下り）に常設しているトラ

クターシャベル２台や事前準備しているレッカー車を使

用して東名川崎ICから流出するコースである。このコー

スでは、スタック車両のレッカー移動等で自走不可車両

を排除後、自走可能車による東名川崎ICからの流出を考

えている。スタック車両が多く、レッカー移動に時間を

要すると判断した場合、自走不可車両を近傍のバススト

ップやパーキングへ一時仮置きするピストン移動も検討

している。 

②コース目は、東名高速道路（下り）1.65KPの砧反転

路を利用して、東名高速道路（上り）東京ICから流出す

るコースである。4.6KP～砧反転路間に750台滞留し、砧

反転路から滞留末尾までに250台滞留していると想定した

場合、反転路からの排出が先に完了することが想定され

るため、このコースでは、砧反転路からの車両流出が完

了した場合、東京料金所側の滞留車を後尾からの排出も

検討している。 

 

 

図８ 東名高速道路の滞留車両対応概略図① 

 

 

図９ 東名高速道路の滞留車両対応概略図② 

 

  

２パターン目は、首都圏中央連絡自動車道 海老名JCT

のＡランプを先頭に発生した1000台の滞留車は、③コー

スからの流出を考えている。首都圏中央連絡自動車道の

滞留車両の対応概略図を図10、11に示す。 

①コース目は、横浜町田ICに常設しているトラクター

シャベル２台や事前準備しているレッカー車を使用して

新東名高速道路 厚木南ICから流出するコースである。

このコースでは、スタック車両のレッカー移動等で自走

不可車両を排除後、自走可能車による厚木南ICからの流

出を考えている。スタック車両が多く、レッカー移動に

時間を要すると判断した場合、自走不可車両を首都圏中

央連絡自動車道 海老名南JCTの高架下や海老名SA（上り）

へ一時仮置きするピストン移動も検討している。 

②コース目は、首都圏中央連絡自動車道 海老名ICか

ら流出するコースである。このコースでは、県の道路管

理者が除雪する区間があるため、流出開始時間の調整が

必要だと考えている。 

最後の③コース目では、滞留車両後尾から首都圏中央

連絡自動車道 圏央厚木ICへの流出も検討している。 

 

 

図10 首都圏中央連絡自動車道の滞留車両対応概略図① 

 

 

図11 首都圏中央連絡自動車道の滞留車両対応概略図② 

 

 このように横浜（保）では、万一の大雪で大規模滞留

車が発生してしまった際の道路交通確保への対応を東名

高速道路と首都圏中央連絡自動車道の２路線で検討して

おり、雪氷車両の整備とともに入念に備えている。 

 

 



４．2022年1月6日（木）大雪時の対応について 

 大雪に見舞われた2022年1月6日（木）の関東におい

て、飛行機が欠航し近接する道路管理者が通行止めを行

う中、横浜（保）ではスタック車両による大規模滞留車

両の発生を回避し、通行止めを行うことなく、道路交通

を確保することができた。2022年1月6日（木）の代表地

点における時間降雪状況を図13、14に示す。 

2022年1月6日（木）の大雪を通行止めを行うことなく

乗り切れた要因として、路面凍結予報のあった前日も含

め、ノーマルタイヤ装着率が高い首都圏の実情に即し黒

路面の確保に向け、凍結防止剤の散布を整備されていた

雪氷車両が休むことなく複数回実施したため、著しい堆

雪及び路面凍結は発生しなかったからだと推測してい

る。2022年1月6日（木）の本線部の状況を図15に示す。 

 

 

図13 横浜青葉ICの時間降雪量 

 

 

図14 東名川崎ICの時間降雪量 

  

 

図15 本線部の状況 

  

 NEXCO中日本グループ一体となった取り組みとして、中

日本ハイウェイ・パトロール東京株式会社が開発した

「業務サポートシステム」を横浜（保）独自に改良して

利用している。「業務サポートシステム」は、緊急事象

発生地点に合わせて適切な通行止め区間の判断をサポー

トするシステムである。東名高速道路と首都圏中央連絡

自動車道を結ぶ海老名JCTや首都高速横浜北西線を接続す

る横浜青葉JCT、自動車専用道路の保土ヶ谷バイパスとの

ジャンクション機能を兼ねる横浜町田ICといった複雑な

構造の連絡等施設が絡む緊急事象発生時に、通行止めに

必要な閉鎖箇所・人員数及び車両台数・配車配備位置を

示すことができ、冬季においては大規模滞留車両の発生

回避に向け、利用することができる。 

また雪氷作業を行っているグループ会社の中日本ハイ

ウェイ・メンテナンス東名株式会社では、新型コロナ対

策として、雪氷詰所をパーティションで仕切ること等を

行っていた。対策の結果もあり、2021年度は雪氷体制に

影響を与えることがなく、雪氷期間を乗り切ることがで

きた。 

  

６．おわりに 

 2021年度の横浜（保）では、降雪及び除雪が１日あっ

たものの、幸いなことに通行止めに至らず、道路交通を

確保できた。今後についても冬季の道路交通確保の準備

として、関係機関との調整を行い、安全・安心・快適な

高速道路空間をお客様にお届けするため、万全の状態で

取り組む。 
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